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沖永良部地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：鹿児島県大島郡和泊町、知名町

(2) 受 益 面 積：1,497ha

(3) 事 業 目 的：畑地かんがい

(4) 主要工事計画：地下ダム 1ヶ所 揚水機場 1ヶ所 ファームポンド 2ヶ所

用水路 44km

(5) 国 営 事 業 費：32,000百万円

(6) 工 期：平成19年度～平成30年度

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総事業費 ① 60,193,000 関連事業含む

年総効果額 ② 3,245,820

廃用損失額 ③ 97,011 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 45年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 ⑤ 0.0521 総合耐用年数に応じ年総効果額から妥

利息率） 当投資額を算定するための係数

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 62,202,797

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.03

3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目 （千円）

作 物 生 産 効 果 2,882,584 ・畑地かんがいによる作物生産量の増加

営農経費節減効果 412,976 ・区画整理による営農に係る経費の節減

・畑地かんがいによる営農に係る経費の節減

維持管理費節減効果 △117,846 ・施設の新設による維持管理費の増

更 新 効 果 8,246 ・パイプライン道路下埋設に伴う農道機能の維持

公共施設保全効果 19,875 ・パイプライン道路下埋設に伴う一般道路機能の維持

地 域 用 水 効 果 15,014 ・施設の新設に伴う防火用水施設設置費用の軽減

地 籍 確 定 効 果 541 ・区画整理に伴う地籍調査費用の減

水 辺 環 境 効 果 24,430 ・区画整理に伴う海域への環境負荷軽減

計 3,245,820

廃 用 損 失 額 97,011 ・耐用年数が尽きていない廃用施設の残存価値
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4.効果額の算定方法

（１）作物生産効果
○効果の考え方

畑地かんがいにより、単位面積当たり収量が増加することによって得られる単収増加効果と、
作物別作付面積が増減することによって得られる作付増減効果、並びに台風等の潮風による作物
の塩害を軽減することによって得られる塩害防止効果。

○対象作物

ばれいしょ、さといも、葉たばこ、さとうきび、青刈りとうもろこし、ローズグラス、スプレ

イぎく、グラジオラス、ゆり、ソリダゴ、いんげん、にがうり、マンゴー

作 作 付 面 積 効 果 単収増 生 産 増 加 純益 年効果額(ha) 生産物
物 増減量 粗 収 益 率単 価

(kg/10a) (t) ( /t) (千円) (％) (千円)名 現 況 計 画 増 減 要 因 千円

① ② ③=②-① ④（増） ⑤=②×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧ば
れ 296 287 △ 9 327 939 125 117,313 78 91,504単収増
い
し

④ 現況 ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧ょ （ ）

1,420 △ 128 125 △ 15,975 21 △ 3,355作付減

① ② ③=②-① ④（増） ⑤=②×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧さ
と 176 107 △ 69 2,178 2,331 20.31 47,332 73 34,552単収増
う

④ 現況 ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧き （ ）

び 6,600 △4,554 20.31 △ 92,492 - -作付減
(夏

④（増） ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧植)

287 307 20.31 6,237 73 4,553塩害防止

① ② ③=②-① ④（増） ⑤=②×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧ス
プ 33 127 94 8,724 2,879 28 80,609 79 63,681単収増
レ

④ 計画 ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧イ （ ）

ぎ 48,380 45,477 28 1,273,362 25 318,341作付増
く

④（増） ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧

6,400 8,128 28 227,584 79 179,791塩害防止

総

計 2,882,584

・作付面積：現況作付面積（①）は、関係市町村の作付実績。

計画作付面積（②）は、県、町の農業振興計画や関係者の意向を踏まえ決定。

・単収： 現況）は、現況単収であり、農林水産統計等による５ヶ年の平均単収。（

（増）は、計画単収と現況単収との差（単収増加分）であり、現況単収を基に畑地か

んがいによる増収率を考慮し決定。

※④及び⑤（畑地かんがいによる増、塩害防止）

：対象面積×④（無被害単収×増収率）＝⑤

ばれいしょ 畑地かんがい＝287ha×（1,420kg/10a×23％） ＝ 939ｔ

さとうきび（夏植）畑地かんがい＝107ha×（6,600kg/10a×33％） ＝ 2,331ｔ

塩害防止 ＝107ha×（287kg/10a（防止量 ） ＝ 307ｔ）

スプレイぎく 畑地かんがい＝127ha×（39,656本/10a×22％） ＝ 2,879千本

塩害防止 ＝127ha×（6,400本/10a（防止量 ）＝ 8,128千本）

・生産物単価（⑥ ：農村物価賃金統計からの出回り期を基本に、花きなどのデータのないも）

のは聞き取りとし、の直近５ヶ年の平均値を求め、農業パリティ指数を反映した。

・純益率（⑧ ：経済効果測定に必要な諸係数通知による標準値等を使用。）
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（２）営農経費節減効果
○効果の考え方

・区画整理による省力化

関連事業の区画整理地区において、現状の土地条件（不整形、小区画）が整備されること

により、中型農業機械の導入や機械の共同利用など営農の合理化・高度化が実現し、作業効

率の向上に伴う労働費及び機械経費が節減される効果。

・かん水に係る省力化

葉たばこ、露地野菜、露地花きの栽培においては、播種・定植時の散水、防除が必要であ

り、現状では既存水源で給水後、トラックで運搬し、動力噴霧機で手がけ散水を行っている

が、畑地かんがい施設の整備後は、これらの用水運搬が不要となり、また、散水方法もスプ

リンクラーを利用することによる、かんがい作業に係る経費が節減される効果。

○対象作物

ばれいしょ、さといも、葉たばこ、さとうきび、青刈りとうもろこし、ローズグラス、スプレ

イぎく、グラジオラス、ゆり、にがうり

ha当たり ha当たり 効果発生 年効果額

作物名 営農経費（円） 節減額(円) 面積(ha) （千円）

③=①-② ④ ⑤＝③×④現 況① 計 画②

ばれいしょ 区画整理 1,368,182 518,662 849,520 113 95,996（ ）

ばれいしょ（畑かん） 166,097 51,319 114,778 287 32,941

さといも 区画整理 1,945,032 1,244,534 700,498 79 55,339（ ）

総 計 412,976

・現況経費（① ：生産費調査等の実態調査を基に決定。）

・計画経費（② ：事業によるかん水作業時間の縮減及びほ場内の作業時間の縮減を考慮して）

決定。

（３）維持管理費節減効果
○効果の考え方

土地改良施設の新設により、施設の維持管理費が増加する効果。

○対象施設

地下ダム、揚水機、吐水槽、ファームポンド、用水路等

○効果算定式

現況維持管理費－計画維持管理費

現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円) 備 考

（千円）① （千円）② ③＝①－②

- △ 117,846 △ 117,846
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・現況維持管理費（① ：現況施設なし。）

・計画維持管理費（② ：管内国営かんがい排水事業完了地区の実績（最近10ヶ年）をもとに、）

施設ごとの単位当り維持管理費を算出し決定。

（４）更新効果
○効果の考え方

農業用用水路（パイプライン）を農道の道路下に埋設することにより、付随的に道路が更新さ
れ、機能が維持される効果。

○対象施設
農道

○効果算定式
最経済的事業費×還元率

最経済的 還元率 年効果額
対 象 施 設 事業費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

農 道 163,269 0.0505 8,246

・最経済的事業費（① ：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事業費）

・計画維持管理費（② ：各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。）

（５）公共施設保全効果
○効果の考え方

農業用用水路（パイプライン）を県道、町道の道路下に埋設することにより、付随的に道路が
更新され、機能が維持される効果。

○対象施設
道路

○効果算定式
（維持管理節減効果＋一般交通等経費節減効果＋更新効果）÷当該施設の耐用年数に応じた還

元率×当該事業の総合耐用年数に応じた還元率

維持管理費節減効果 一般交通等経費節減効果 更新効果 計

① ② ③ ④＝①＋②＋③

4,039 － 15,836 19,875

（６）地域用水効果
○効果の考え方

本事業及び関連事業の実施により整備される畑地かんがい施設を防火用水施設として利用する

ことにより、受益地周辺集落等が必要とする防火施設の設置費用が節減される効果。

○対象施設
防火水槽
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○効果算定式
（地域集落等の防火水槽等の設置の節減数×１ヶ所当たりの建設費）×還元率

防火水槽の設置 １ヶ所当たり 還元率③ 年効果額(千円)

施 設 名 節減数（ヶ所） 建設費(千円) ④＝①×②×③

① ②

防火水槽 58 5,126 0.0505 15,014

（７）地籍確定効果
○効果の考え方

関連事業の区画整理時に行う換地事業により地籍が明確になることで、国土調査における地籍

調査費用が代替される効果

○効果算定式
｛単位面積当たり国土調査費（事業実施前）－単位面積当たり国土調査費（事業実施後 ｝×）

地積明確面積×還元率

現況経費 千円 計画経費（千円） 耐用年数（年） 還元率 年効果額（千円）（ ）

① ② ③ ④ ⑤＝（①－②）×④

13,304 43 100 0.0408 541

（８）水辺環境整備効果
○効果の考え方

関連する区画整理事業においては、畑地の耕作土の流出防止のために必要な工法を付加しなが

ら進めることにしており、この対策により赤土等耕土の流出が防止され、海域の環境が維持・保

全される効果。

○効果算定式
環境に配慮した機能を付加するために要する追加投資経費×還元率

施設名 環境追加投資経費 還元率 年効果額(千円) 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

土 砂 溜 14,508 0.0483 701

沈 砂 池 469,872 0.0505 23,729

計 24,430

（９）廃用損失額
○効果の考え方

道路下に埋設する幹線水路（パイプライン）の対象道路（農道、県道・町道）のうち、事業完

了時期までに耐用年数が経過しない路線については、廃止によって損失が生じることから、未償

却資産額を廃用損失額とした。

○効果算定式
（廃用施設の事業費－廃棄価格）×残存率
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○廃用損失額の算定（算定例：道路）

現況施設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）

（廃用施設） ① 使用年数② 可能年数③ ⑤＝①×④④＝③/ ②＋③（ ）

（余多送水路埋設）

1999 426 19 21 52.5 224県道知名沖永良部空港線

（知名送水路埋設）

1981 710 37 3 7.5 53町道小米新城線

計 97,011
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（国営かんがい排水事業）

（局名：九州農政局 （地区名：沖永良部））

特定監視項目

１．地質状況

・地質状況に基づいた施設計画としている。

（地下ダム）

貯留域を含む地下ダム周辺の地質調査は、平成11年度から平成17年度までにボーリング調査

79本を行うとともに、揚水試験、現場透水試験、圧縮強度試験、重力排水試験、有効間隙率試

験等を行い、透水係数、貯留率等の基礎諸元を決定し、貯留層の分布状況、基盤深度・強度を

確認した。また、ボーリング孔を利用して地下水位を連続観測し、地下ダム設計に必要な解析

を行い、施設設計を行っている。

（揚水機場）

揚水機場建設予定地付近でボーリング調査等を行った結果、深度7m程度以深に支持層となる

石灰岩を確認したことから 基礎工の設計に当たっては 土地改良事業計画設計基準・設計 ポ、 、 「

ンプ場」に基づき、支持杭による施設計画とした。

（吐水槽）

吐水槽建設予定地は、現地踏査により、基礎となる石灰岩が全域にわたって露岩しているこ

とから、直接基礎形式による施設計画とした。

（ファームポンド）

各ファームポンド建設予定地付近でボーリング調査等を行った結果、比較的浅い深度に支持

層となる石灰岩及び頁岩を確認したことから、直接基礎形式による施設計画とした。

２．受益面積

・最近年の面積を把握している。

本地区の受益面積については、地元意向を確認の上、土地登記簿等(H18.3時点)により積み

上げている。
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江別南地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道江別市、北広島市

(2) 受 益 面 積：1,204ha

(3) 事 業 目 的：排水改良 1,204ha

(4) 主要工事計画：排水機２ヶ所（改修、新設 、排水路２条 5.2km（改修））

(5) 国 営 事 業 費：5,000百万円

(6) 工 期：平成19年～平成25年

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総事業費 ① 6,014,000 関連事業を含む

年総効果額 ② 438,312

廃用損失額 ③ 166,209 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 25年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 ⑤ 0.0673 総合耐用年数に応じ、年総効果額から

利息率） 妥当投資額を算定するための係数

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 6,346,599

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.05

3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目 （千円）

・排水改良による農作物の湛水及び過湿被害の解消によ
る単位当たり収量の増加

作 物 生 産 効 果 92,740

営農経費節減効果 111,414 ・排水改良による労働投下量及び営農経費の節減

維持管理費節減効果 △4,435 ・排水施設の改修及び新設による、維持管理費の増減

更 新 効 果 226,650 ・排水施設の改修による現況施設機能(農業生産)の維持

・排水施設を改修することによる、公共施設の維持管理
費の増減及び施設機能の維持

公共施設保全効果 11,943

計 438,312

廃 用 損 失 額 166,209 ・耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値
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4.効果額の算定方法

作物生産効果（１）

○効果の考え方

事業の実施により、排水路からの溢水による農地への湛水被害が解消されるとともに、過湿被
害が解消されることによって、作物収量が増加する効果。

○対象作物

水稲、小麦、大豆、小豆、ばれいしょ、スイートコーン、にんじん、ブロッコリー、レタス、
さやえんどう、青刈りとうもろこし、牧草

○年効果額算定式

生産増減量×生産物単価×純益率

○年効果額の算定(算定例：水稲、小麦（水田）)

作 付 面 積（ha） 生 産 生産物 増 加 純益率 年効果額

(％) (千円)作 物 名 効 果 増減量 単 価 粗 収 益

(t) ( /t) (千円)現況 計画 増減 千円

① ② 要 因 ③ ④ ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥

水 稲 44 44 0 排水改良 8 204 1,632 73 1,191

水害防止小 麦 153 153 0 53 162 8,586 72 6,182排水改良

計 92,740

・現況作付面積（①）は、地域現況による。また、計画作付面積（②）は、地域の農業振興計
画及び営農検討会の検討結果を踏まえ決定。

・生産増減量（③）は、現況生産量（現況単収×現況作付面積）と計画生産量（計画単収×計
画作付面積）の差から算出。

・生産物単価（④）は、農林水産統計資料等による直近5カ年の販売価格に農業パリティ指数
を反映した単価。

・純益率（⑥）は、標準純益率（農村振興局長通知）を使用。

営農経費節減効果（２）

○効果の考え方

過湿被害解消により、作物生産に要する経費が節減される効果。

○対象作物

水稲、小麦、大豆、小豆、ばれいしょ、スイートコーン、にんじん、ブロッコリー、レタス
さやえんどう、青刈りとうもろこし、牧草

○年効果額算定式

（現況単位面積当たり営農経費－計画単位面積当たり営農経費）×効果発生面積
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○年効果額の算定（算定例：水稲、小麦（水田 ））

ha 当 た り ha当たり 効果発生 年効果額

営農経費（円） 節減額(円) 面 積 （千円）
作物名

現況 ① 計画 ② ③＝①－② (ha)④ ⑤＝③×④

水 稲 1,298,809 1,021,472 277,337 27 7,488

小 麦 677,544 423,378 254,166 92 23,383

計 569 111,414

・現況経費（①）は、実態調査等から決定している。
・計画経費（②）は、現況の営農経費を基に、過湿被害の解消による営農作業の変化を反映し
決定している。

維持管理費節減効果（３）

○効果の考え方

排水施設の新設及び改修により、施設の維持管理費が増減する効果。

○対象施設

排水機、排水路

○年効果額算定式

現況維持管理費－計画維持管理費

○年効果額の算定

現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円)
対 象 施 設

（千円）① （千円）② ③＝①－②

排水機 3,681 5,434 △1,753

排水路 3,010 5,692 △2,682

計 6,691 11,126 △4,435

・現況維持管理費（①）は、過去10ヶ年の維持管理実績を基に算定。
・計画維持管理費（②）は、新設、改修を行った施設の計画維持管理内容を基に算定。
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（４）更新効果

○効果の考え方

排水施設の整備に伴い、従前の農業生産が維持される効果。

○対象施設

排水機、排水路

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

最経済的 還元率 年効果額

対 象 施 設 事 業 費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

登満別排水機 2,837,355 0.0673 190,954 耐用年数23年

登満別排水路 下流部 89,517 0.0736 6,588 耐用年数20年

計 3,379,807 226,650

・最経済的事業費（①）は、現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合における最も
経済的な事業費

・還元率（②）は、施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。

公共施設保全効果（５）

○効果の考え方

排水施設を改修するに当たり、橋梁の架け替えを補償工事として行うことに伴い、地域の利便
性が確保されるとともに、施設の耐用年数が増加することにより付随的に便益が向上する効果。

○対象施設

橋梁

○年効果額算定式

（維持管理費節減効果＋一般交通等経費節減効果＋更新効果）

÷当該施設の耐用年数に応じた還元率×当該事業の総合耐用年数に応じた還元率
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○年効果額の算定

維持管理費 一般交通等 更新効果 計

施設名 節減効果 経費節減効果 （千円） （千円）

（千円） ① （千円） ② ③ ④=①+②+③

橋梁 △20 － 11,963 11,943

・維持管理費節減効果は、橋梁の改修によりこれまで必要とされた維持管理費が節減する効果
として、本事業における補償工事によって節減される維持管理費を計上。

・一般交通等経費節減効果は、対象施設は現機能と同等の機能回復を行う補償工事であるため、
走行経費の増減は生じないものとし計上しない。

・更新効果は、本事業における補償工事によって旧施設が持つ従来の機能が維持される効果に
ついて算定することから、当該事業の設置投資額を最経済的事業費とし還元率で除して算定。

（６）廃用損失額

○考え方

排水施設の整備に伴い、改修によって施設の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失
額（デッド・コスト）として算定。

○対象施設

排水路、橋梁

○算定式

償却資産額（廃用施設の事業費－廃棄価格）×残存率

○廃用損失額の算定

現況施設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）

（廃用施設） ① 使用年数② 可能年数③ ⑤＝①×④④＝③/ ②＋③（ ）

中央幹線排水路 H10 182,215 14～17 23～26 0.58～0.65 111,114

橋梁 128,631 15～41 4～30 0.09～0.67 38,691S47～H10

合計 166,209

（ ） 、 （ ） 、 、・償却資産額 ① は 現況施設 廃用施設 について 建設時における事業費が不明なため
同規模の施設を現在の技術水準で再建設する事業費とした。

・廃用時までの使用年数（②）は、設置年から、施設の廃用(国営H25、道営H24、団体営H27)
までに使用される年数。

・今後の使用可能年数（③）は、当該廃用施設の標準耐用年数－廃用時までの使用年数。
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（国営かんがい排水事業）

（局名：北海道開発局 （地区名：江別南））

特定監視項目

１．地質状況

・地質状況に基づいた施設計画としている。

【排水機】

登満別排水機の改修については、改築計画地点が既設排水機に隣接していることから

既存の柱状図を活用し、支持層（EL.-19m、N値30以上）を決定した。

中央幹線排水機の新設については、設置地点においてボーリング調査（1孔）を行い

支持層（EL.-49m、N値30以上）を決定した。

、 、 「 」 、なお 基礎工の設計に当たっては 土地改良事業計画設計基準 ポンプ場 に基づき

支持杭による施設計画とした。

２．受益面積

・最近年の面積を把握している。

本事業は、排水改良を目的とすることから、農業用排水施設の整備により利益を受け

る流域内の農地を対象に、地元関係機関等の意向を確認の上、一定地域を定め、江別市

・北広島市が保有する課税台帳（平成18年3月）を基に積み上げている。
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上音更地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道河東郡士幌町、上士幌町

(2) 受 益 面 積：1,761ha

(3) 事 業 目 的：排水改良 1,761ha

(4) 主 要工事計画：排水路１条 6.5km（改修）

(5) 国 営 事 業 費：3,900百万円

(6) 工 期：平成19年～平成23年

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総事業費 ① 3,900,000

年総効果額 ② 217,671

廃用損失額 ③ 76,552 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 41 当該事業の耐用年数

総合耐用年数に応じ、年総効果額から還元率× ⑤ 0.0516

妥当投資額を算定するための係数(1+建設利息率)

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 4,141,878

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.06

3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目 （千円）

・排水改良に伴う農作物の湛水被害の解消による単位
当たり収量増加作 物 生 産 効 果 4,553

・排水改良に伴う湛水被害の解消による労働投下量及び
営農経費の節減

営農経費節減効果 111,889

維持管理費節減効果 4,919 ・排水施設の改修による維持管理費の増減

更 新 効 果 58,361 ・排水施設の改修による現況施設機能(農業生産)の維持

・排水施設を改修することによる、公共施設の維持管
理費の増減及び施設機能の維持公共施設保全効果 14,372

・排水施設の改修に当たり、環境に配慮した落差工を
採用することによる、生態系の保全

水辺環境保全効果 23,577

計 217,671

廃 用 損 失 額 76,552 ・耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値
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4．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

事業の実施により、排水路からの溢水による湛水被害が解消されることによって、作物収量が
増加する効果。

○対象作物

小麦、てんさい、ばれいしょ、小豆、いんげん、大豆、スイートコーン、牧草、青刈りとうも
ろこし

○年効果額算定式

生産増減量×生産物単価×純益率

○年効果額の算定（算定例：小麦）

作付面積(ha) 生 産 生産物 増 加 純益率 年効果額

作 物 名 効 果 増減量 単 価 粗収益

現況 計画 増減 (t) (千円) (％) (千円)(千円／t)

① ② 要 因 ③ ④ ⑤=③ ④ ⑥ ⑦=⑤ ⑥× ×

小 麦 116 116 0 水害防止 1 162 162 82 133

計 4,553

・現況作付面積（①）は、地域現況による。また、計画作付面積（②）は、地域の農業振興計
画及び営農検討会の検討結果を踏まえ決定。

・生産増減量（③）は、現況生産量（現況単収×現況作付面積）と計画生産量（計画単収×計
画作付面積）の差から算出。

・生産者単価（④）は、農林水産統計資料等による直近5ヶ年の販売価格に農業パリティ指数
を反映した単価。

・純益率（⑥）は、標準純益率（農村振興局長通知）等を使用。

（２）営農経費節減効果

○効果の考え方

湛水被害の解消により、作物生産に要する経費が節減される効果。

○対象作物

小麦、てんさい、ばれいしょ、小豆、いんげん、大豆、スイートコーン、牧草、青刈りとうも
ろこし

○年効果額算定式

（現況単位面積当たり営農経費－計画単位面積当たり営農経費）×効果発生面積
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○年効果額の算定（算定例：ばれいしょ）

ha 当 た り ha当たり 効果発生 年効果額

作 物 名 営農経費（円） 節減額(円) 面 積 (千円)

現況 ① 計画 ② ③＝①－② (ha)④ ⑤＝③×④

ばれいしょ 3,980,441 531,290 3,449,151 2 6,898

計 78 111,889

・現況経費（①）は、実態調査等から決定している。
・計画経費（②）は、現況の営農経費を基に、湛水被害の解消による営農作業の変化を反映し
決定している。

（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方

排水施設の改修により、施設の維持管理費が増減する効果

○対象施設

排水路

○年効果額算定式

現況維持管理費－計画維持管理費

○年効果額の算定

現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円)対 象 施 設
（千円）① （千円）② ③＝①－②

シリクニ川排水路 11,050 6,131 4,919

・現況維持管理費（①）は、過去10ヶ年の維持管理実績を基に算定。
・計画維持管理費（②）は、改修を行った施設の計画維持管理内容を基に算定。

（４）更新効果

○効果の考え方

排水施設の改修により、従前の農業生産が維持される効果

○対象施設

排水路

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率
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○年効果額の算定

最経済的 還元率 年効果額

対 象 施 設 事 業 費 (千円) 備 考

（千円) ① ② ③＝①×②

第１幹線排水路
1,155,669 0.0505 58,361 耐用年数40年

３０号明渠

・最経済的事業費（①）は、現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合における最も
経済的な事業費。

・還元率（②）は、排水路の耐用年数と割引率を基に算定される係数。

（５）公共施設保全効果

○効果の考え方

排水施設を改修するに当たり、橋梁の架け替えを補償工事として行うことに伴い、地域の利便

性が確保されるとともに、施設の耐用年数が増加することにより付随的に便益が向上する効果。

○対象施設

橋梁

○年効果額算定式

（維持管理費節減効果＋一般交通等経費節減額＋更新効果）

÷当該施設の耐用年数に応じた還元率×当該事業の総合耐用年数に応じた還元率

○年効果額の算定

維持管理費 一般交通等 更新効果 計

施 設 名 節減効果 経費節減効果 (千円) (千円)

(千円) ① (千円) ② ③ ④=①+②+③

橋 梁 △15 － 14,387 14,372

・維持管理費節減効果は、橋梁の改修によりこれまで必要とされた維持管理費が節減する効果
として、本事業における補償工事によって節減される維持管理費を計上。

、 、・一般交通等経費節減効果は 対象施設は現機能と同等の機能回復を行う補償工事であるため
走行経費の増減は生じないものとし計上しない。

・更新効果は、本事業における補償工事によって旧施設が持つ従来の機能が維持される効果に
、 。ついて算定することから 当該事業の設置投資額を最経済的事業費とし還元率で除して算定

（６）水辺環境整備効果

○効果の考え方

、 、 。排水施設の改修に当たり 環境に配慮した構造とすることにより 水辺環境が保全される効果

○対象施設

排水路
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○年効果額算定式

環境に配慮した機能を付加するために要する追加投資額×還元率

○年効果額の算定

（ ）投資施設名 投資額(千円) 耐用年数 還元率 年効果額 千円

① (年) ② ③＝①×②

シリクニ川排水路
466,874 40 0.0505 23,577

（護岸工）

・追加投資額（①）は、土地改良事業本来の機能を満足する施設を整備する事業費と、環境に

配慮した機能を整備する事業費との差額。

・還元率（②）は、施設の耐用年数と割引率を基に算定される係数。

（７）廃用損失額

○考え方

排水施設の整備に伴い、耐用年数が尽きていない施設については、改修によって施設の有する
残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッド・コスト）として算定。

○対象施設

排水路、橋梁

○算定式

償却資産額（廃用施設の事業費－廃棄価格）×残存率

○廃用損失額の算定

現況施設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）

（廃用施設） ① 使用年数② 可能年数③ ⑤＝①×④④＝③/ ②＋③（ ）

第１幹線排水路 S47 1,029,569 39 1 0.03 30,887

橋 梁 S61 5,059 25 20 0.44 2,226

合計 76,552

・償却資産額（①）は、現況施設（廃用施設）について、建設時における事業費を平成17年度

の価額に換算。

・廃用時までの使用年数（②）は、設置年から、施設の廃用（H23）までに使用される年数。

・今後の使用可能年数（③）は、当該廃用施設の標準耐用年数－廃用時までの使用年数。



19

（国営かんがい排水事業）

（局名：北海道開発局 （地区名：上音更））

特定監視項目

１．地質状況

・地質状況に基づいた施設計画としている。

【橋梁工】

橋梁工の改修にあたり、現況施設の設置時に確認された地質状況を踏まえ、道路橋示

方書に基づき直接基礎による施設計画としている。

２．受益面積

・最近年の面積を把握している。

本事業は、排水改良を目的とすることから、農業用排水施設の整備により利益を受け

る流域内の農地を対象に、地元関係機関等の意向を確認のうえ一定地域を定め、士幌町

農業委員会及び上士幌町農業委員会が保有する土地台帳（平成18年3月）を基に積み上

げている。
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別海西部地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道野付郡別海町

(2) 受 益 面 積：9,952ha

(3) 事 業 目 的：畑地かんがい 9,952ha、排水改良 1,467ha

(4) 主要工事計画：取水工 1ヶ所（新設 、用水路 123条 100.7km（新設、改修））

排水路 8条 17.0km（新設）

(5) 国 営 事 業 費：22,000百万円

(6) 工 期：平成19年～平成27年

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総事業費 ① 22,128,000 関連事業を含む

年総効果額 ② 1,393,197

廃用損失額 ③ 79,428 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 38年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 ⑤ 0.0546 総合耐用年数に応じ、年総効果額から

利息率） 妥当投資額を算定するための係数

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 25,437,001

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.14

3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目 （千円）

・畑地かんがいによる牧草の単位当たり収量の増加及び
作 物 生 産 効 果 659,362 排水改良による湛水被害の軽減及び過湿被害の解消に

よる牧草の単位当たり収量の増加

・畑地かんがい及び排水改良による労働投下量及び営農
経費の節減営農経費節減効果 638,281

維持管理費節減効果 △61,428 ・用排水施設の新設及び改修による維持管理費の増減

更 新 効 果 56,747 ・排水施設の整備による現況施設機能(農業生産)の維持

・排水施設の整備に当たり、環境に配慮した護岸工を採
用することによる生態系の保全水辺環境整備効果 515

・用排水施設の新設及び改修により、農業生産活動等に
よる環境への負荷軽減

水 質 浄 化 効 果 99,720

計 1,393,197

廃 用 損 失 額 79,428 ・耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値
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4.効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

事業の実施により、排水路からの溢水による農地への湛水被害が軽減されるとともに、畑地か
んがい及び農地の過湿被害が解消されることによって、牧草収量が増加する効果。

○対象作物

牧 草

○年効果額算定式

生産増減量×生産物単価×純益率

○年効果額の算定

生 産 生産物 増 加 純益率 年効果額
作付面積（ha）

作物名 効果要因 増減量 単 価 粗 収 益

現況 計画 増減 （ｔ） (千円) (％) (千円)(千円/t)

① ② ③ ④ ⑤=③ ④ ⑥ ⑦=⑤ ⑥× ×

水害防止
牧 草 9,952 9,952 0 排水改良 (42,430) 74 3,139,820 21 659,362

畑地かんがい 110,318

・現況作付面積（①）は、地域現況による。また、計画作付面積（②）は、別海町の農業振興
計画及び営農検討会の検討結果を踏まえ決定。

・生産増減量（③）は、現況生産量（現況単収×現況作付面積）と計画生産量（計画単収×計
画作付面積）の差から算出 （ ）内は牧草を生乳に換算した量。。

・生産物単価（④）は、農林水産統計資料等による直近５ヶ年の販売価格に農業パリティ指数
を反映した単価。

・純益率（⑥）は、標準純益率（農村振興局長通知）を使用。

（２）営農経費節減効果

○効果の考え方

畑地かんがい及び過湿被害の解消により、作物生産に要する経費が節減される効果。

○対象作物

牧 草

○年効果額算定式

（現況単位面積当たり営農経費－計画単位面積当たり営農経費）×効果発生面積
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○年効果額の算定

ha 当 た り ha 当たり 効果発生 年効果額

作物名 営農経費（円） 節減額(円) 面 積 （千円）

現 況 ① 計 画 ② ③＝①－② (ha)④ ⑤＝③×④

牧 草 343,137 279,001 64,136 9,952 638,281

・現況経費（①）は、実態調査等から決定している。
・計画経費（②）は、現況の営農経費を基に、畑地かんがい及び過湿被害の解消による営農作
業の変化を反映し決定している。

（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方

用排水施設の新設及び改修により、施設の維持管理費が増減する効果。

○対象施設

用水路、排水路

○年効果額算定式

現況維持管理費－計画維持管理費

○年効果額の算定

現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円)
対 象 施 設

（千円）① （千円）② ③＝①－②

用 水 路 16,860 75,382 △ 58,522

排 水 路 795 3,701 △ 2,906

計 17,655 79,083 △ 61,428

・現況維持管理費（①）は、別海町による維持管理実績を基に算定。
・計画維持管理費（②）は、新設、改修を行った施設の計画維持管理内容を基に算定。
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（４）更新効果

○効果の考え方

用排水施設の整備により、従前の農業生産が維持される効果。

○対象施設

排水路

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

最経済的 還元率 年効果額

対 象 施 設 事 業 費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

西風蓮川排水路 154,300 0.0736 11,356 耐用年数20年

計 847,545 56,747

・最経済的事業費（①）は、現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合における最も
経済的な事業費。

・還元率（②）は、排水路の耐用年数と割引率を基に算出される係数。

（５）水辺環境整備効果

○効果の考え方

、 、 。排水施設の整備に当たり 環境に配慮した構造とすることにより 水辺環境が保全される効果

○対象施設

排水路

○効果算定式

環境に配慮した機能を付加するために要する追加投資額×還元率

○年効果額の算定

（ ）
投資施設名

投資額（千円） 耐用年数 還元率 年効果額 千円

① （年） ② ③＝①×②

西風蓮川排水路 7,000 20 0.0736 515
（護岸工）

・追加投資額（①）は、土地改良事業本来の機能を満足する施設を整備する事業費と、環境に
配慮した機能を付加した施設を整備する事業費との差額。

・還元率（②）は、施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。
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（６）水質浄化効果

○効果の考え方

用排水施設を整備することにより、現況において河川や湖沼に流入していた土砂及び肥料成分
等が削減され、環境への負荷が軽減される効果。

○対象施設

用水路、排水路

○年効果額算定式

（現況流出量－計画流出量）×代替事業費単価

○年効果額の算定

流 出 量（ｔ/年） 代替事業費 水質浄化効果額
現 況 計 画 差 単 価 （千円）
① ② ③＝①－② (円/kg) ④ ⑤＝③×④

Ｔ－Ｎ 122 111 11 3,740 41,140

Ｔ－Ｐ 6 5 1 58,580 58,580

計 99,720

・現況流出量（①）は、現況営農実態から河川へ流入する肥料成分（Ｎ：窒素、Ｐ：リン）等
の流出量。

・計画流出量（②）は、事業実施後の営農計画から河川へ流入する肥料成分（Ｎ：窒素、Ｐ：
リン）等の流出量。

・代替事業費単価（④）は、接触酸化法での削減単価。

（７）廃用損失額

○考え方

排水施設の整備に伴い、耐用年数が尽きていない施設については、改修によって施設の有する
残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デット・コスト）として算定。

○対象施設

排水路(横断工)

○算定式

償却資産額（廃用施設の事業費－廃棄価格）×残存率

○廃用損失額の算定

現況施設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額
設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）

（廃用施設） ① 使用年数 ② 可能年数③ ⑤＝①×④④＝③/（②＋③）

S49～H6 243,500 21～34 6～19 0.015～0.475 79,428排水路(横断工)

・償却資産額(①)は、現況施設（廃用施設）について、建設時における事業費が不明なため、
同規模の施設を現在の技術水準で再建設する事業費とした。

・廃用時までの使用年数(②)は、設置年から、施設の廃用(H27)までに使用される年数。
・今後の使用可能年数(③)は、当該廃用施設の標準耐用年数－廃用時までの使用年数。
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平成１９年度新規地区採択チェックリスト（国営かんがい排水事業）

（局名：北海道開発局 （地区名：別海西部））

特定監視項目

１．地質状況

・地質状況に基づいた施設計画としている。

【取水工】

取水工の施設計画に当たり、建設予定地のボーリング調査資料より、深度２ｍの地質性状

について、土地改良事業計画設計基準「水路工」に基づく支持力及び沈下量の検討を行った

結果から、直接基礎による施設計画とした。

【用水施設】

（ファームポンド）

ファームポンドの施設計画に当たり、建設予定地のボーリング調査資料より、深度３ｍの

地質性状について、土地改良事業計画設計基準「水路工」に基づく支持力及び沈下量の検討

を行った結果から、直接基礎による施設計画とした。

（配水調整池）

配水調整池の施設設計にあたり、地区内に76基設置する計画を踏まえ、建設予定地の地質

性状を既存地質資料を基に把握し、土地改良事業計画設計基準「水路工」に基づく、支持力

及び沈下量の検討を行った結果から、直接基礎による施設計画とした。

２．受益面積

・最近年の面積を把握している。

本事業は現況営農用水施設を有効利用する用水計画を採用していることから、受益面積は現

況営農用水系統の掛かり区域を基に、地元関係機関等に意向を確認の上、一定地域の範囲を定

、 （ ） 、 。め 別海町農業委員会が保有する土地台帳 平成17年8月 を基に 受益面積を積み上げている
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浦臼地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道樺戸郡浦臼町、新十津川町

(2) 受 益 面 積：1,303ha

(3) 事 業 目 的：用水改良 （水田）1,303ha

(4) 主要工事計画：浦臼第1揚水機場 1式、浦臼幹線用水路 2.1km

(5) 国 営 事 業 費：3,100百万円

(6) 工 期：平成19年～平成22年

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総事業費 ① 3,100,000

年総効果額 ② 211,224

廃用損失額 ③ 45,222 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 26年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 ⑤ 0.0642 総合耐用年数に応じ、年総効果額から

利息率） 妥当投資額を算定するための係数

妥当投資額 ⑥＝②／⑤－③ 3,244,871

投資効率 ⑦＝⑥／① 1.04

3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目 （千円）

維持管理費節減効果 17,102 ・施設の改修による維持管理費の増減

更 新 効 果 194,122 ・施設の改修による現況施設機能（農業生産）の維持

計 211,224

廃 用 損 失 額 45,222 ・耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値

4.効果額の算定方法

（１）維持管理費節減効果

○効果の考え方

土地改良施設の改修により、従前に要していた施設の維持管理費が増減する効果。

○対象施設

浦臼第1揚水機場、浦臼第2揚水機場、浦臼幹線用水路



27

○年効果額算定式

現況施設維持管理費－計画施設維持管理費

○年効果額の算定

対 象 施 設 現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円) 備 考

（千円）① （千円）② ③＝①－②

浦臼第１揚水機場 33,992 41,038 △7,046

浦臼第２揚水機場 24,072 － 24,072

浦臼幹線用水路 669 593 76

計 58,733 41,631 17,102

・現況維持管理費（①）は過去１０ヶ年の維持管理実績額に支出済費用換算係数を反映し算定。
・計画維持管理費（②）は更新された施設の維持管理等に要する計画年経費。

（２）更新効果

○効果の考え方

老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持さ
れる効果。

○対象施設

浦臼第1揚水機場、浦臼幹線用水路

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

最経済的 還元率 年効果額
対 象 施 設 事業費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

浦臼第1揚水機場 2,488,200 0.0656 163,226 耐用年数24年
浦臼幹線用水路 611,800 0.0505 30,896 耐用年数40年

合計 3,100,000 194,122

・最経済的事業費（①）は、現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合における最も
経済的な事業費。

・還元率（②）は、各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。

（３）廃用損失額

○考え方

改修を行う土地改良施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、改修によって施設
の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッド・コスト）として算定。

○対象施設

浦臼第1揚水機場（上屋 、浦臼第2揚水機場（上屋 、浦臼幹線用水路） ）

○廃用損失額算定式

償却資産額×残存率
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○廃用損失額の算定

現 況 施 設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）

（廃用施設） ① 使用年数② 可能年数③ = /( ) ⑤＝①×④④ ③ ②＋③

S46 143,290 39 6 0.133 19,058浦臼第１揚水機場(上屋)

S46 96,938 39 6 0.133 12,893浦臼第２揚水機場(上屋)

浦臼幹線用水路 S46 530,857 39 1 0.025 13,271

計 45,222

現況施設（廃用施設）の償却資産額(①)は、現況施設の建設時における事業費に支出済換算係

数を反映し算定。

廃用時までの使用年数(②)は、事業完了年（平成22年）までに使用される年数。

今後の使用可能年数(③)は、廃用施設の廃用時以降の使用可能年数。
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（ ）国営造成土地改良施設整備事業

（局名：北海道開発局 （地区名：浦臼））
うらうす

特定監視項目

１．地質状況

・地質状況に基づいた施設計画としている。

○浦臼第1揚水機場

施設予定地点の基礎地盤について 「地質図幅図」により現況第１揚水機周辺は同様な地盤、

の広がりであることを確認するとともに、直近の現況浦臼第１揚水機場及び下徳富第２排水機

場（浦臼第１揚水機場下流250ｍ）建設で実施した地質調査（ボーリング調査）結果を基に検

討を行い基礎工法を決定している。

２．受益面積

・最近年の面積を把握している。

本事業は、前歴事業で整備した施設を改修する事業であることから、受益面積は前歴事業等

における受益範囲を基に一定地域の範囲を定め、関係町が保有する課税台帳及び土地改良区賦

課台帳(平成18年3月末現在)を基に積み上げている。
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祥栄地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道河西郡芽室町

(2) 受 益 面 積：1,031ha

(3) 事 業 目 的：排水改良 （畑）1,031ha

(4) 主要工事計画：排水路2条 2.9km

(5) 国 営 事 業 費：1,200百万円

(6) 工 期：平成19年～平成23年

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総事業費 ① 1,200,000

年総効果額 ② 68,082

廃用損失額 ③ 52,430 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 40年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 ⑤ 0.0515 総合耐用年数に応じ年総効果額から妥

利息率） 当投資額を算定するための係数

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 1,269,551

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.05

3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目 （千円）

維持管理費節減効果 7,482 ・施設の改修による維持管理費の増減

更 新 効 果 60,600 ・施設の改修による現況施設機能（農業生産）の維持

計 68,082

廃 用 損 失 額 52,430 ・耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値



31

4.効果額の算定方法

（１）維持管理費節減効果

○効果の考え方

土地改良施設の改修により、従前に要していた施設の維持管理費が増減する効果。

○対象施設

排水路

○年効果額算定式

現況施設維持管理費－計画施設維持管理費

○年効果額の算定

対 象 施 設 現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円) 備 考

（千円）① （千円）② ③＝①－②

美蔓第１幹線排水路 8,457 995 7,462

美蔓第２幹線排水路 48 28 20

合計 8,505 1,023 7,482

・現況維持管理費（①）は過去３ヶ年の維持管理実績額に支出済費用換算係数を反映し算定。
・計画維持管理費（②）は現況維持管理費から節減可能となる費用を除いた額。

（２）更新効果

○効果の考え方

老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持さ
れる効果。

○対象施設

排水路

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

最経済的 還元率 年効果額
対 象 施 設 事業費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

美蔓第1幹線排水路 1,133,300 0.0505 57,232 耐用年数40年
美蔓第2幹線排水路 66,700 0.0505 3,368 耐用年数40年

合計 1,200,000 60,600

・最経済的事業費（①）は、現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合における最も
経済的な事業費。

・還元率（②）は、各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。
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（３）廃用損失額

○考え方

改修を行う土地改良施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、改修によって施設
の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッド・コスト）として算定。

○対象施設

排水路

○廃用損失額算定式

償却資産額×残存率

○廃用損失額の算定

現 況 施 設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）

（廃用施設） ① 使用年数② 可能年数③ = /( ) ⑤＝①×④④ ③ ②＋③

S52 337,268 34 6 0.15 50,590美蔓第１幹線排水路

S49 23,001 37 3 0.08 1,840美蔓第２幹線排水路

計 360,269 52,430

現況施設（廃用施設）の償却資産額(①)は、現況施設の建設時における事業費に支出済費用換

算係数を反映し算定。

廃用時までの使用年数(②)は、事業完了年（平成23年）までに使用される年数。

今後の使用可能年数(③)は、廃用施設の廃用時以降の使用可能年数。
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（ ）国営造成土地改良施設整備事業

（局名：北海道開発局 （地区名：祥 栄））
しょうえい

特定監視項目

１．地質状況

・地質状況に基づいた施設計画としている。

本事業は、前歴事業で整備した施設を更新する事業であり、路線線形は前歴事業を踏襲する

ことから、前歴事業で確認した地質状況に基づいた施設計画としている。

２．受益面積

・最近年の面積を把握している。

本事業は、前歴事業で整備した施設を更新する事業であることから、受益面積は、前歴事業

における受益範囲を基に一定地域の範囲を定め、芽室町の農業委員会が保有する農地基本台帳

(平成18年3月末現在)を基に積み上げている。
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富丘地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道紋別郡興部町

(2) 受 益 面 積：672ha

(3) 事 業 目 的：排水改良 （畑）672ha

(4) 主要工事計画：恩沙留川排水路 河口施設 一式（ ）

(5) 国 営 事 業 費：1,400百万円

(6) 工 期：平成19年～平成23年

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総事業費 ① 1,400,000

年総効果額 ② 84,995

廃用損失額 ③ 76,300 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 33年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 ⑤ 0.0569 総合耐用年数に応じ年総効果額から妥

利息率） 当投資額を算定するための係数

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 1,417,461

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.01

3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目 （千円）

維持管理費節減効果 8,109 ・施設の改修による維持管理費の増減

更 新 効 果 76,886 ・施設の改修による現況施設機能（農業生産）の維持

計 84,995

廃 用 損 失 額 76,300 ・耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値

4.効果額の算定方法

（１）維持管理費節減効果

○効果の考え方

土地改良施設の改修により、従前に要していた施設の維持管理費が増減する効果。

○対象施設

恩沙留川排水路河口施設（導流堤、汀線保護工、漂砂防止工）
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○年効果額算定式

現況施設維持管理費－計画施設維持管理費

○年効果額の算定

対 象 施 設 現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円) 備 考

（千円）① （千円）② ③＝①－②

恩沙流川排水路
8,804 695 8,109

（河口施設）

・現況維持管理費（①）は過去10ヶ年の維持管理実績額に支出済費用換算係数を反映し算定。
・計画維持管理費（②）は現況維持管理費から節減可能となる費用を除いた額。

（２）更新効果

○効果の考え方

老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持さ
れる効果。

○対象施設

恩沙留川排水路河口施設（導流堤、汀線保護工、漂砂防止工）

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

最経済的 還元率 年効果額
対 象 施 設 事業費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

847,330 0.0578 48,976 耐用年数30年恩沙留川排水路河口施設（導流堤）
552,670 0.0505 27,910 耐用年数40年恩沙留川排水路河口施設（保全工）

合計 1,400,000 76,886

・最経済的事業費（①）は、現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合における最も
経済的な事業費。

・還元率（②）は、各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。

（３）廃用損失額

○考え方

改修を行う土地改良施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、改修によって施設
の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッド・コスト）として算定。

○対象施設

導流堤

○廃用損失額算定式

償却資産額×残存率
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○廃用損失額の算定

現 況 施 設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）

（廃用施設） ① 使用年数② 可能年数③ = /( ) ⑤＝①×④④ ③ ②＋③

導流堤 S62 381,502 24 6 0.20 76,300

計 76,300

現況施設（廃用施設）の償却資産額(①)は、現況施設の建設時における事業費に支出済換算係

数を反映し算定。建設時における事業費が不明なものについては、単純再建設事業費を廃用施

設事業費とした。

廃用時までの使用年数(②)は、事業完了年（平成23年）までに使用される年数。

今後の使用可能年数(③)は、廃用施設の廃用時以降の使用可能年数。
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（ ）国営造成土地改良施設整備事業

（局名：北海道開発局 （地区名：富丘））
とみおか

特定監視項目

１．地質状況

・地質状況に基づいた施設計画としている。

○恩沙留川排水路河口施設

導流堤の改修に当たり、既存のボーリングデータを確認した結果、Ｎ値が50を上回るような

岩盤が存在しないことから、鋼矢板の打ち込みは、バイブロハンマーにて行うこととした。ま

た、汀線保護工及び漂砂防止工については、現位置に設置することから、地質状況に変化はな

い。

２．受益面積

・最近年の面積を把握している。

本事業は、前歴事業で整備した施設を更新する事業であることから、受益面積は、前歴事業

における受益範囲を基に一定地域の範囲を定め、興部町の農業委員会が保有する農地基本台帳

(平成18年3月末現在)を基に積み上げている。
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真狩地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道虻田郡真狩村

(2) 受 益 面 積：1,028ha

(3) 事 業 目 的：区画整理 1,023ha、農地造成 5ha

(4) 主要工事計画：区画整理 1,023ha、農地造成 5ha、道路 4.7km（5条）

(5) 国 営 事 業 費：9,000百万円

(6) 工 期：平成19年～平成26年

2.投資効率の算定
区画整理 農地造成 全体

区 分 算 定 式 事業 事業 備 考

（千円） （千円） （千円）

総事業費 ① 8,930,000 70,000 9,000,000

年総効果額 ② 458,292 6,635 464,927

廃用損失額 ③ 4,316 - 4,316 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 56年 64年 56年 当該事業の耐用年数

総合耐用年数に応じ年総効果額から妥還元率×(1＋ ⑤ 0.0465 0.0449 0.0465

当投資額を算定するための係数建設利息率)

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 9,851,426 147,773 9,994,114

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.10 2.11 1.11

3.年総効果額の総括

効 果 の 要 因
区 分 年総効果額（千円）

効果項目 全体区画整理事業 農地造成事業
・ほ場立地条件の改善等により、作物別作付面積

作 物 生 産 効 果 103,450 6,588 110,038 の増減と単位当たり収量が増加する効果。

・農業用道路の改良により､農作物の荷傷みが防止
品 質 向 上 効 果 226 - 226 され品質が向上する効果。

・営農の支障が解消され、作物生産に要する経費
営農経費節減効果 340,916 - 340,916 が節減される効果。

・土地改良施設の新設、改修により、施設の維持
維持管理費節減効果 2,815 - 2,815 管理費が増減する効果。

・農業用道路の新設、改良により､農業生産に関わ
275 - 275 る輸送経費が節減される効果。営農 に 係 る 走 行 経 費 節 減 効 果

・既存の土地改良施設を廃止して、新しい施設を
更 新 効 果 4,014 - 4,014 建設することにより、従前の農業生産が維持さ

れる効果。
・農業用道路が新設又は改良されることにより、

。一般交通等経費節減効果 249 - 249 一般交通の走行に要する経費が節減される効果

・圃場の法面の緑化を行い周辺河川への土砂流出
水辺環境整備効果 6,347 47 6,394 の軽減を図ることにより、河川環境が保全され

る効果。

計 458,292 6,635 464,927

廃 用 損 失 額 4,316 - 4,316 ・耐用年数が尽きていない廃用施設の残存価値

数値は、土地改良法に基づく法手続きを経て確定するため、現時点では暫定値である。
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4．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

区画整理及び農地造成によって立地条件が改善されることにより、作物別作付面積の増減（作

付増減効果）と単位当たり収量が増加（収量増加効果）する効果。

○対象作物

小麦、小豆、てんさい、ばれいしょ、アスパラガス、食用ゆり、だいこん、にんじん、

スイートコーン、ブロッコリー、ゆり、牧草、青刈りとうもろこし、水稲

○年効果額算定式

生産増減量×生産物単価×純益率

○年効果額の算定（算定例：ばれいしょ、だいこん）

作 作付面積 効果 単 収 生 産 生産物 増 加 純益 年効果額(ha)

kg/10a (千円)物 ( ) 増減量 単 価 粗収益 率
(％)名 要因現 況 計 画 増 減 (t) ( /t) (千円)千円

① ② ③=②-① ⑦ ⑧=⑥×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨⑤（計画） ⑥=③×⑤

ば 154 155 1 作付増 3,965 40 58 2,320 21 487
れ

④ ⑦ ⑧=⑥×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨い 単収増 ⑤（増） ⑥=④×⑤

し (54) 乾畑化) 1,109 599 58 34,742 78 27,099（
ょ

計 27,586

① ② ③=②-① ⑦ ⑧=⑥×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨⑤（計画） ⑥=③×⑤

だ 63 69 6 作付増 4,480 269 56 15,064 21 3,163
い

④ ⑦ ⑧=⑥×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨こ 単収増 ⑤（増） ⑥=④×⑤

ん (24) 乾畑化 1,242 298 56 16,688 78 13,017（ ）

計 16,180

合
計 110,038

・作付面積：現況作付面積（①）は地域現況による。計画作付面積（②）は真狩村の農業振興

計画や営農検討部会の内容を踏まえ決定。④は、乾畑化による増収効果が見込

まれる面積であり、②の内数。

・単収（⑤ ： 増）は農林水産統計年報等による5ヵ年平均の「現況単収」にほ場条件の改善）（
（乾畑化）による増収率を考慮し決定。
（計画）は「現況単収」を基に（増）の単収を加重平均し決定。
※⑤（増 ：現況単収×増収率）
ばれいしょ（増）＝ 3,576kg/10a × 31% ＝ 1,109kg/10a
だいこん（増） ＝ 4,007kg/10a × 31% ＝ 1,242kg/10a

※⑤（計画 ：現況単収＋⑤（増）×計画作付面積④÷作付面積②）
ばれいしょ（計画）＝3,576kg/10a＋1,109kg/10a×54ha÷154ha＝3,965kg/10a
だいこん（計画） ＝4,007kg/10a＋1,242kg/10a×24ha÷ 63ha＝4,480kg/10a

・単 価：単価（⑦）は農林水産統計等の直近５ヶ年の販売価格に、農業パリティ指数を反
映した単価。

・純 益 率：標準純益率等（農村振興局長通知）を使用。
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（２）品質向上効果

○効果の考え方

農業用道路の改良により､農作物の荷傷みが防止され品質が向上する効果。

○対象作物

だいこん

○年効果額算定式

効果発生面積×単収×荷傷み防止率×単価

○年効果額の算定

効果発生 単収 生産量 荷傷み防止率 出荷増加量 単価 年効果額

作物名 面積(ha) (kg/10a) (kg) (%) (kg) (円/kg) （千円）

① ② ③=①×② ④ ⑤=③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

だいこん 3 4,480 134,400 3 4,032 56 226

・効果発生面積（① ：地域現況による。）

・単 収（② ：作物生産効果の単収（計画）による。）

・荷傷み防止率（③ ：作物生産効果要因別増収率の標準増収率を使用。）

・単 価（⑥ ：農林水産統計等の直近５ヶ年の販売価格を、農業パリティ指数を反映し）

た単価。

（３）営農経費節減効果

○効果の考え方

区画整理により、ほ場内の作業効率化が図られ、作物生産に要する経費が節減される効果。

○対象作物

小麦、小豆、てんさい、ばれいしょ、アスパラガス、だいこん、にんじん、スイートコーン、

ブロッコリー、牧草、青刈りとうもろこし、緑肥

○年効果額算定式

（現況単位面積当たり営農経費－計画単位面積当たり営農経費）×効果発生面積

○年効果額の算定（算定例：ばれいしょ、だいこん）

ha当たり営農経費（円） ha当たり 効果発生 年効果額

作 物 名 節減額(円) 面積(ha) （千円）
現況 ① 計画② ③=①－② ④ ⑤＝③×④

ばれいしょ 1,193,184 558,686 634,498 143 90,733

だいこん 1,459,990 1,157,757 302,233 64 19,343

合 計 340,916

・現況の営農経費（① ：実態調査等から決定。）

・計画の営農経費（② ：現況の営農経費を基に、地域の農業関係機関、普及センターの指導方）

針を反映し算出。
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（４）維持管理費節減効果

○効果の考え方

効果。農業用道路の改良により、従前に要していた施設の維持管理費が増減する

○対象施設

道路

○年効果額算定式

現況維持管理費－計画維持管理費

○年効果額の算定

対象施設 現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円) 備 考

（千円）① （千円）② ③＝①－②

支線道路 4,617 1,802 2,815

・現況維持管理費（① ：施設管理実績により算定。）

・計画維持管理費（② ：施設管理実績を基に計画施設の構造・規模を考慮し算定。）

（５）営農に係る走行経費節減効果

○効果の考え方

農業用道路の改良により､農業生産に関わる輸送経費が節減される効果。

○対象施設

道路

○年効果額算定式

現況走行経費－計画走行経費

○年効果額の算定（算定例：第１支線道路）

路線名 現況走行経費 計画走行経費 年効果額 備 考

① （千円） ② （千円） ③＝①－②

第1支線道路 1,612 1,551 61

合 計 7,903 7,628 275

・現況走行経費（① ：現状の車種別稼働時間及び経費並びにこれに係る人件費により算定。）

・計画走行経費（② ：計画道路の整備後における車種別稼働時間及び経費並びに人件費によ）

り算定。
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（６）更新効果

○効果の考え方

既存の土地改良施設を廃止して、新しい施設を建設することにより、従前の農業生産が維持さ

れ る効果。

○対象施設

道路

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

最経済的 還元率 年効果額

対象施設 事業費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

支線道路 70,682 0.0505 3,570 耐用年数40年

橋梁 10,038 0.0442 444 耐用年数60年

合計 80,720 4,014

・最経済的事業費（① ：現況施設と同じ機能を有する施設の再建設に要する事業費。）

・還元率（② ：各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。）

（７）一般交通等経費節減効果

○効果の考え方

、 。農業用道路が新設又は改良されることにより 一般交通の走行に要する経費が節減される効果

○対象施設

道路

○年効果額算定式

現況走行経費－計画走行経費

○年効果額の算定（算定例：第１号支線道路）

路線名 現況走行経費 計画走行経費 年効果額 備 考

①（千円） ②（千円） ③＝①－②

第１号支線道路 725 693 32

総 計 9,234 8,985 249

・現況走行経費（① ：受益区域外の農産物に係る現状の車種別稼働時間及び経費並びにこれ）

に係る人件費により算定。

・計画走行経費（② ：受益区域外の農産物に係る計画道路の整備後における車種別稼働時間）

及び経費並びに人件費により算定。
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（８）水辺環境整備効果

○効果の考え方

造成法面への緑化により、周辺河川への土砂流出による環境負荷を軽減し、河川の生態系が保

全される効果。

○対象施設

緑化法面

○年効果額算定式

環境に配慮した機能を付加するために要する追加投資経費×還元率

施設名 事業費 本来機能分 差引環境投資 還元率 年効果額 備考

（千円） （千円） （千円） （千円）

① ② ③＝①－② ④ ③×④

緑化法面 区画整理 432,136 276,136 155,563 0.0408 6,347（ ）

緑化法面 農地造成 6,768 5,622 1,146 0.0408 47（ ）

計 438,904 282,195 156,709 6,394

・事業費（① ：施設計画による。）

・本来機能分（② ：総事業費のうち土地改良事業本来の機能相当額。）

・還元率（④ ：施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。）

（９）廃用損失額

○考え方

廃止する施設のうち耐用年数が尽きていない施設は、改修によって施設の有する残存価値が

失われる。この価値を廃用損失額（デッドコスト）として算出。

○対象施設

道路

○算定式

償却資産額×残存率

○廃用損失額の算定

現況施設 償却資産額 廃用損失額残 存 率

設置年 （千円） 廃用時まで 今後の使用 残存率 （千円）

廃用施設 ① の使用年数 可能年数 ④=（ ）

② ③ ③/(②+③) ⑤=①×④

橋梁 昭和55年 10,083 34年 26年 0.43 4,316

計 4,316

・償却資産額（① ：現況施設（廃用施設）について、建設時における事業費をH17年度の価額）

に換算。

・廃用時までの使用年数（② ：建設時から、施設の廃用(H26)までに使用される年数。）

・今後の使用可能年数（③ ：当該廃用施設の標準耐用年数－廃用時までの使用年数。）
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（国営農地再編整備事業）

（局名：北海道開発局 （地区名：真狩地区））
まっかり

特定監視項目

１．農地整備工事の諸条件

・地形、地質、水利条件等に基づいた農地整備計画としている。

（農用地整計画）

地区内のほ場の地形条件を図面にて把握し、地域を代表するほ場において区画整

理及び農地造成の基本設計を行った。また、地力保全基本調査成績書（Ｓ45年度、

北海道立中央農業試験場）を基に選定した地区内の代表地点において土壌調査を実

施し、その結果を基に暗渠排水、客土、除礫、心土破砕の整備計画を策定した。
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新濃尾（二期）地区の事業の効用に関する説明資料

1．地区の概要
(1)地 域：岐阜県岐阜市外2市2町及び愛知県名古屋市外11市9町

(2)受 益 面 積：11,110ha

(3)事 業 目 的：用水改良 10,990ha

排水改良 510ha （390haは用水改良と重複）

(4)主要工事計画： 一期〕頭首工補修１式、用水路22.0km(2路線)、排水路16.7km(1路線)〔

〔二期〕用水路9.8km(1路線)

(5)国営事業費：88,000百万円 （一期事業含む）

(6)工 期：平成10年度～平成26年度

2．投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総事業費 ① 117,257,000 一期事業及び関連事業を含む

年総効果額 ② 8,394,335

廃用損失額 ③ 1,064,787 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 40年 当該事業の耐用年数

還元率 総合耐用年数に応じ、年総効果

×(1+建設利息率) ⑤ 0.0663 額から妥当投資額を算定するた

めの係数

妥当投資額 ⑥＝②／⑤－③ 125,546,601

投資効率 ⑦＝⑥／① 1.07

3．年総効果額の総括
区 分 年総効果額 効果の要因

効果項目 （千円）

作 物 生 産 効 果 659,984 ・農業用水の水質改善による作物生産量の増加

品 質 向 上 効 果 98,073 ・農業用水の水質改善により、作物の品質が向上

することによる増加

営農経費節減効果 1,235,471 ・農業用水の水質改善による資材費、労働費及び

機械経費の節減

維持管理費節減効果 306,917 ・施設の改修による維持管理費の増減

更 新 効 果 3,625,594 ・施設の改修による現況施設機能（農業生産）の

維持

、 、災 害 防 止 効 果 2,213,007 ・施設の改修により洪水が防止される等 農産物

公共資産等の被害が防止される

洪水被害軽減効果 208,781 ・排水路の改修により、農作物及び公共資産の湛

水被害が軽減される

公共施設保全効果 46,508 ・水路の改修に伴い、公共施設である橋梁が付け

替えられることによる現況施設機能の維持

計 8,394,335

廃 用 損 失 額 △ 1,064,787 ・耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値
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4．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

水質汚濁が解消されることにより、水稲の減収被害が回復し、収量が増加する効果、及び水

質汚濁が解消されることで作付けが営農計画通り実施されるようになることにより生産量が増

減する効果。

○対象作物

減収被害の回復：水稲

生産量の増減：水稲、大豆、かんしょ、さといも、ばれいしょ、とまと、なす、きゅうり、か

ぼちゃ、すいか、えだまめ、スイートコーン、花き・花木、たまねぎ、いちご、

はくさい、ほうれんそう、きゃべつ、なばな

○年効果額算定式

生産増減量×生産物単価×純益率

○年効果額の算定 （算定例：愛知県；水稲、さといも、きゃべつ）

作 作付面積(ha) 効果 単収 生 産 生産物 増 加 純 益 年効果額

物 要因 増減量 単価 粗収益 率

名 現況 計画 増減 (kg/10a) (t) (千円/t) (千円) (%) (千円)

愛知県

① ② ③=②-① 作付減 ④(現況) ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧

3,647 3,337 △310 465 △1,442 294 △423,801 18 △76,284

水 ② 単収増 ④(増) ⑤=②×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧

(水質汚濁

4,012 防止Ⅰ) 20 802 294 235,906 77 181,647

稲 ② 単収増 ④(増) ⑤=②×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧

(水質汚濁

944 防止Ⅱ) 59 557 294 163,746 77 126,085

さ ① ② ③=②-① 作付増 ④(計画) ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧

と 1,106 697 191 133,085 31 41,256

い 163 226 63 転作 ⑥ ⑦=③×⑥ ⑨=⑦千円/ha

も 助成金 20 1,260 1,260

き ① ② ③=②-① 作付増 ④(計画) ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧

ゃ

べ 23 46 23 3,664 843 72 60,676 28 16,989

つ

合 計 659,984

※愛知県、岐阜県は単収等に差があるため、別々に整理し、合計し地区の効果額とした。

※表示桁数以下の数値はラウンドせず算定しているため、表中の計算とは誤差が生じる。

・作付面積：現況作付面積(①)は、関係市町の作付実績による。

計画作付面積(②)は、県、関係市町の農業振興計画及び地元関係者の意向を踏まえ

決定。

・単 収④：(現況)は、現況単収であり、農林水産統計等による5ヶ年の平均単収。

(増)は、計画単収と現況単収の差(単収増加分)であり、水質障害による単収減少量

を周辺の無被害地域の単収と比較して決定し、対策により回復する収量を愛知県、
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岐阜県それぞれ2段階で決定。

(計画)は、計画単収。ただし、本地区では水質障害の改善以外での単収増加要因が

ないため、計画単収＝現況単収。

※ 水質汚濁防止による増収(⑤)は、対象面積×増加単収。増加単収は無被害単収－現

況単収。

水質汚濁防止Ⅰ(本事業により水質障害による被害が解消する地域)

＝4,012ha×20kg/10a＝802.4ｔ

水質汚濁防止Ⅱ(本事業と関連事業により水質障害による被害が解消する地域)

＝944ha×59kg/10a＝556.96t

・単 価 ⑥：水稲、小麦については、作物標準単価を採用、その他の作物については農村物価賃

金統計から直近年5ヶ年の平均値を求め、農業パリティ指数を反映した。転作助成

金は新生産調整推進対策の助成金。

・純益率⑧：経済効果測定に必要な諸係数通知による標準値等を使用。

（２）品質向上効果

○効果の考え方

、 、 。水質汚濁が解消されることにより 地域の一等米比率があがり 単価があがることによる効果

○対象作物

水稲

○年効果額算定式

効果発生面積×計画単収×単価上昇額

○年効果額の算定

地帯 効果発生面積 計画単収 効果発生量 現況単価 計画単価 単価上昇額 年効果額

① ② ③=①×② ④ ⑤ ⑥=⑤－④ ⑦=③×⑥

(ha) (kg/10a) (t) (千円/t) (千円/t) (千円/t) (千円)

愛知県 4,956 494 24,483 292.5 296 3.5 85,689

岐阜県 468 441 2,064 290 296 6 12,383

98,073

※表示桁数以下の数値はラウンドせず算定しているため、表中の計算とは誤差が生じる。

・効果発生面積①：作物生産効果で整理した、水稲の計画作付面積で、農業振興地域における面

積を愛知県、岐阜県別に整理。

・計画単収②：水質汚濁による被害の発生していない比較地区の、平成8･9年の坪刈り調査結果

より愛知県、岐阜県別に決定。

・現況単価④：地区内の平成8･9年の平均単価を愛知県、岐阜県別に決定。

・計画単価⑤：無被害地区の平成8･9年の平均単価。

・単価上昇額⑥：計画単価と現況単価の差。

（３）営農経費節減効果

○効果の考え方

水質汚濁が解消されることにより、水質汚濁に対応するために要していた農家の資材費、労

働費及び機械経費が節減される効果。
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○対象作物

水稲

○年効果額算定式

（現況単位面積当り営農経費－計画単位面積当り営農経費）×効果発生面積

○年効果額の算定

ha当たり ha当たり ha当たり節減額 効果 年効果額

労働費(円) 機械等経費(円) 発生面積

作物名 ① ② ③ ④ ⑤=(①-②)+(③-④) ⑥ ⑦=⑤×⑥

現況 計画 現況 計画 (円) (ha) (千円)

水稲

被害小 637,165 561,355 842,578 714,352 204,036 4,105 837,568

被害大 669,655 561,335 907,722 714,352 301,670 1,319 397,903

計 1,235,471

・作物名：被害の度合い毎(被害小、被害大)に、現況経費を調査。

・現況経費(①，③)：生産費調査等の実態調査を基に決定。

・計画経費(②，④)：事業による水質汚濁の解消を考慮し、県の指導方針等を基に決定。

（４）維持管理費節減効果

○効果の考え方

土地改良施設の改修により、従前に要していた施設の維持管理費が増減する効果。

○対象施設

頭首工、幹線用水路、支線用水路、幹線排水路、支線排水路

○年効果額算定式

現況維持管理費－計画維持管理費

○年効果額の算定

現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額

① ② ③=①－②

(千円) (千円) (千円)

445,075 138,158 306,917

・現況維持管理費（① ：過去5ヶ年の維持管理実績額を基に算定。）

・計画維持管理費（② ：近傍地区における類似施設の実績値を基に決定。）

（５）更新効果

○効果の考え方

老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持

される効果。

○対象施設

頭首工、幹線用水路、支線用水路、幹線排水路、支線排水路
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○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定（算定例：頭首工、幹線用水路）

最経済的事業費 還元率 年効果額 備 考

対象施設 ① ② ③=①×②

(千円) (千円)

犬山頭首工(ｴﾌﾟﾛﾝ･護床工) 3,873,000 0.0591 228,894 耐用年数50年

犬山頭首工(ｹﾞｰﾄ) 2,449,000 0.0688 168,491 耐用年数30年

犬山頭首工 計 8,263,000 550,830

宮田用水路 6,600,000 0.0623 411,180 耐用年数40年

羽島用水路 10,962,000 0.0623 682,933 耐用年数40年

合計 3,625,594

・対象施設：犬山頭首工は、耐用年数の異なる部位毎に分割して効果を算定

・最経済的事業費(①)：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事業費。

・還元率(②)：各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。

（６）災害防止効果

○効果の考え方

、 、 、大江排水路を改修することにより 発生確率が1/10確率以下の降雨における 洪水が防止され

農作物や公共資産等の被害が防止される効果。

また、犬山頭首工が倒壊した場合は、用水が供給できないため作物生産に被害が生じるとと

もに、操作橋を通行している交通にも他の橋へ迂回して通行せざるを得ない被害が生じる。本

事業により、頭首工を改修し倒壊を防ぐことにより、この被害が防止される。

○対象施設

大江排水路、犬山頭首工

○年効果額算定式

大江排水路：現況年被害額－計画年被害額

犬山頭首工：被害防止額×還元率

○年効果額の算定

『大江排水路』

発生確率 (①) 現況年被害額 (②) 計画年被害額 (③) 年効果額 (④=②－③)

(千円) (千円) (千円)

1/5 2,712,616 1,575,950 1,136,666

1/10 1,143,309 865,213 278,096

計 1,414,762

『犬山頭首工』

項目 被害防止額 (⑤) 還元率 (⑥) 年効果額 (⑦=⑤×⑥)

(千円) ｎ＝50 (千円)

作物被害防止 13,322,160 0.0591 787,340

一般交通被害防止 184,522 0.0591 10,905

計 798,245
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『総括』

施 設 名 年効果額 (千円) 備 考

大江排水路 1,414,762

犬山頭首工 798,245

合 計 2,213,007

・発生確率①：設定した降雨が発生する確率。大江排水路は1/10確率の降雨を想定し設計。

・現況年被害額②：大江排水路が改修されない場合の、湛水による被害額。

・計画年被害額③：大江排水路を改修した場合でも発生する、排水路を越水した洪水以外の原因

による湛水の被害額。

・被害防止額⑤：作物被害防止；頭首工が倒壊した場合に発生する、農作物の減収被害額。

一般交通被害防止；頭首工が倒壊した場合に、通行している車両が他の橋に

迂回せざる得ないことによって増加する交通経費。

・還元率⑥：施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。ここでの耐用年数は犬山頭首工本

体の50年。

（７）洪水被害軽減効果

○効果の考え方

大江排水路の改修により、発生確率が1/30、1/40の降雨があった場合において、改修した場

合は改修しなかった場合に比べ、湛水による被害は軽減される。この被害軽減の効果。

○対象施設

大江排水路

○年効果額算定式

現況年被害額－計画年被害額

○年効果額の算定『大江排水路』

発生確率 現況年被害額(千円) 計画年被害額(千円) 年効果額(千円)

1/30 702,672 524,734 177,938

1/40 121,796 90,954 30,843

計 208,781

・発生確率、現況年被害額、計画年被害額の考え方は「災害防止効果」と同じ。

（８）公共施設保全効果

○効果の考え方

土地改良施設を改修する際に、橋梁の架け替えを補償工事として行うことに伴い、地域の利便

性が確保されるとともに、架け替え橋梁の耐用年数が増加すること等により付随的に便益が向上

する効果。

○対象施設

宮田導水路、木津用水路、羽島用水路、大江排水路に架けられている橋梁

○年効果額算定式

（維持管理費節減効果＋一般交通等経費節減効果＋更新効果）

÷当該施設の耐用年数に応じた還元率×当該事業の総合耐用年数に応じた還元率
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○年効果額の算定

（単位：千円）

維持管理費節減 一般交通経費節減 更新効果 計

施設名 効果 効果

① ② ③ ④=①＋②＋③

橋 梁 － － 46,508 46,508

（９）廃用損失額

○考え方

廃止、改修を行う施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、廃止、改修によって

施設の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額(デッドコスト）として算定。

○対象施設

頭首工、幹線用水路、支線用水路、幹線排水路、支線排水路、橋梁(公共施設保全効果算定対

象)

○廃用損失額算定式

償却資産額×残存率

○廃用損失額の算定（算定例：頭首工、用水路）

現況施設 設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

置 (千円) 廃用時までの 今後の使用 残存率 (千円)

(廃用施設) 年 ① 使用年数② 可能年数③ ④=③/(②+③) ⑤=①×④

犬山頭首工(ｴﾌﾟﾛﾝ･護床工) S38 1,507,000 46 4 8 120,560

犬山頭首工(ｹﾞｰﾄ) S38 1,447,000 46 0 0 0

犬山頭首工 計 418,720

宮田用水路 S42 5,673,155 47 0 0 0

羽島用水路 S41 5,924,632 43 0 0 0

計 1,064,787

・償却資産額①：廃用施設の事業費から廃棄価格（スクラップとしての価値）を差し引いた額。
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（局名：東海農政局） （地区名：新濃尾（二期 ））

特定監視項目

１．地質状況

・地質状況に基づいた施設計画としている。

○宮田導水路

宮田導水路の改修にあたり、水路近傍での14地点のボーリング調査結果を検討

したところ、Ｎ値が50を超える砂礫層が数十mの層厚で存在し、構造物の基礎とし

ては問題がない。

水路に近接して民家がない区間については素堀り工法、民家が近接する区間は

ウォータージェット併用圧入工法の土留め工法とする。

また、既設水路がサイホンで道路下に埋設されている区間については、シール

ド工法とし、玉石混じり砂礫層で最大礫径600mm以上が想定されるため、シールド

マシンはローラーカッターを装備した玉石破砕型とする。
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とうま地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
（１）地 域：北海道上川郡当麻町

（２）受 益 面 積：553ha
（３）事 業 目 的：農地防災 553ha
（４）主要工事計画：当麻ダム（洪水吐） １ヶ所

（５）国営事業費：8,300百万円

（６）工 期：平成19年度～平成27年度

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総 事 業 費 ① 8,300,000

年 総 効 果 額 ② 541,834

廃 用 損 失 額 ③ 6,031 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 40 年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 ⑤ 0.0531 総合耐用年数に応じ年総効果額から

利息率） 妥当投資額を算定するための係数

妥 当 投 資 額 ⑥＝②／⑤－③ 10,197,999

投 資 効 率 ⑦＝⑥／① 1.22

3.年総効果額の総括

区 分 年総効果額
効 果 の 要 因(千円)効果項目

・当麻ダムの洪水吐の改修及び洪水吐の改修にともな
維持管理費節減効果 △ 882 い生じる取水施設の改修により、維持管理費が増減す

る効果。

・当麻ダムの洪水吐の改修及び洪水吐の改修にともな

更 新 効 果 14,476 い生じる取水施設の改修により、現況施設の機能及び

従前の農業生産が維持される効果。

・洪水流下能力が不足し、機能低下している当麻ダム
災 害 防 止 効 果 525,644 の洪水吐を改修することにより、洪水による災害が未

然に防止される効果。

・当麻ダムの洪水吐を改修する際に、町道が付け替え

公共施設保全効果 864 られることにより、地域の利便性と町道の現況機能が

維持される効果。

・当麻ダムの洪水吐の改修に当たり、周辺環境に調和
水辺環境整備効果 1,732

した整備をすることによって水辺環境が保全される効果。

計 541,834

廃 用 損 失 額 6,031 ・耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値
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4.効果額の算定方法

（１）維持管理費節減効果

○効果の考え方

当麻ダムの洪水吐の改修及び洪水吐の改修にともない生じる取水施設の改修により、維持管理

費が増減する効果。

○対象施設

当麻ダム（洪水吐及び取水施設）

○年効果額算定式

現況施設維持管理費－計画施設維持管理費

○年効果額の算定

対 象 施 設 現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額 千円 備 考（ ）
（千円）① （千円）② ③＝①－②

当麻ダム 洪 水 吐 174 769 △ 595（ ）

当麻ダム 取水施設 566 853 △ 287（ ）

計 740 1,622 △ 882

・現況維持管理費（①）は、過去10カ年の維持管理実績に支出済費用換算係数を反映し算定。

・計画維持管理費（②）は、現況維持管理費を基に計画施設の構造・規模等を考慮し算定。

（２）更新効果

○効果の考え方

当麻ダムの洪水吐の改修及び洪水吐の改修にともない生じる取水施設の改修により、現況施設

の機能及び従前の農業生産が維持される効果。

○対象施設

当麻ダム（洪水吐及び取水施設）

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

対 象 施 設 最経済的事業費 還元率 年効果額 千円 備 考（ ）
（千円）① ② ③＝①×②

当麻ダム（洪 水 吐） 217,097 0.0505 10,963 耐用年数：40年

当麻ダム（取水施設） 69,565 0.0505 3,513 耐用年数：40年

計 286,662 14,476

・最経済的事業費（①）は、現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合における

最も経済的な事業費。

・還元率（②）は、各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。
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（３）災害防止効果

○効果の考え方

洪水流下能力が不足し、機能低下している当麻ダムの洪水吐を改修することにより、洪水によ

る災害が未然に防止される効果

○対象施設（想定被害軽減施設）

作物、農用地、農業用施設、一般資産及び公共資産

○効果算定式

想定被害軽減額×還元率

○年効果額の算定

想定被害軽減額 還元率 年被害軽減額 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

13,141,090 0.0400 525,644 被害発生降雨確率年数 200年

・想定被害軽減額（①）は、1/200年確率の降雨があった場合の現況における想定被害額

と施設の改修後における想定被害額の差。

・還元率（②）は、被害発生降雨確率年数と割引率を基に算出される係数。

（４）公共施設保全効果

○効果の考え方

当麻ダムの洪水吐を改修する際に、町道の付け替えを補償工事として行うことに伴い、地域の

利便性が確保されるとともに、町道の現況施設機能が維持される効果。

○対象施設

町道

○効果算定式

（維持管理費節減効果＋一般交通等経費節減効果＋更新効果）÷当該施設の耐用年

数に応じた還元率×当該事業の総合耐用年数に応じた還元率

○年効果額の算定

維持管理費節減 一般交通等経費節減 更 新 効 果 計 （千円）
対象施設

効果（千円）① 効果（千円） ② （千円） ③ ④＝①＋②＋③

町 道 △ 203 － 1,067 864

・維持管理費節減効果（①）は、町道の改修によりこれまで必要とされた維持管理費が増

減する効果として、本事業における補償工事によって増減される維持管理費を計上。

・一般交通等経費節減効果（②）は、対象施設は現機能と同等の機能を確保する補償工事

であるため、走行経費の増減は生じないものとし計上しない。

・更新効果（③）は、当該町道と同じ機能を有する施設を再建設する場合における最も経

、 。済的な事業費に その耐用年数と割引率を基に算出される係数である還元率を乗じて算定
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（５）水辺環境整備効果

○効果の考え方

当麻ダムの洪水吐の改修に当たり、周辺環境に調和した整備をすることによって水辺環境が保

全される効果。

○対象施設

当麻ダム（洪水吐 、町道）

○効果算定式

環境に配慮した機能を付加するために要する追加投資経費×還元率

○年効果額の算定

（ ）投資施設名 投 資 額 耐用年数 還元率 年効果額 千円
（千円）① （年） ② ③＝①×②

当麻ダム洪水吐
12,070 10 0.1233 1,488

（ ）転落防止柵 木製

町道
4,828 40 0.0505 244

（法面緑化）

計 16,898 1,732

・投資額（①）は、土地改良事業本来の機能を満足する施設を整備する事業費と、

環境に配慮した機能を付加した施設を整備する事業費との差額。

・還元率（②）は、施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。

（６）廃用損失額

○効果の考え方

改修を行う施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、改修によって施設の有する

残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デット・コスト）として算定。

○対象施設

町道

○効果算定式

償却資産額×残存率

○年効果額の算定

現況施設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残 存 率 （千円）

廃用施設 ① 使用年数② 可能年数③ ④=③/(②+③) ⑤=①×④（ ）

町 道 Ｓ61 20,104 28 12 0.30 6,031

・償却資産額（①）は、現況施設の建設時における事業費をH17年度価額に換算。

・廃用時までの使用年数（②）は、設置年から、施設の廃用（H26年）までに使用される年数。

・今後の使用可能年数（③）は、当該廃用施設の標準耐用年数－廃用時までの使用年数。
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（国営総合農地防災事業）

（局名：北海道開発局 （地区名：とうま））

特定監視項目

１．地質状況

・地質状況に基づいた施設計画としている。

○当麻ダム

（洪水吐）

洪水吐の改修にあたり、設置予定位置でボーリング調査を行った結果、洪水吐基礎部で良

好な基礎岩盤を確認したことから、洪水吐の設計は、土地改良事業計画設計基準「ダム」に

基づき、直接基礎による施設計画とした。

（洪水吐左岸法面）

洪水吐改修に伴う左岸法面部の勾配は、法面部でボーリング調査を行った結果、地表面に

表れる地質は泥岩が主体となることが確認されたことから、泥岩を対象として検討を行い、

法面安定勾配を1:1.5とした。

（取水施設）

取水施設の改修に当たり、設置予定位置でボーリング調査を行った結果、取水施設基礎部

において岩盤を確認したことから、取水施設の設計に当たっては、土地改良事業計画設計基

準「ダム」に基づき、直接基礎による施設計画とした。
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サロベツ地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道天塩郡豊富町

(2) 受 益 面 積：4,504ha
(3) 事 業 目 的：農地防災 3,083ha、農地保全 4,244ha（重複 2,823ha）
(4) 主要工事計画：排水路 42.4km（22路線）

(5) 国 営事業費：24,600百万円

(6) 工 期：平成19年度～平成27年度

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総 事 業 費 ① 24,600,000

年 総 効 果 額 ② 1,591,661

廃 用 損 失 額 ③ － 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 31 年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 総合耐用年数に応じ年総効果額から
⑤ 0.0602

利息率） 妥当投資額を算定するための係数

妥 当 投 資 額 ⑥＝②／⑤－③ 26,439,551

投 資 効 率 ⑦＝⑥／① 1.07

3.年総効果額の総括

区 分 年総効果額
効 果 の 要 因(千円)効果項目

・農業用排水路及び農用地の機能回復（湿害の解消）
作 物 生 産 効 果 482,952 、 。が図られることによって 作物収量が増加する効果

・営農の支障が解消され、作物生産に要する経費が節
営農経費節減効果 1,098,335 減される効果。

・農業用排水路の改修により、従前に要していた施設
維持管理費節減効果 △9,843 の維持管理費が増減する効果。

・機能低下した農業用排水路を更新することにより、
更 新 効 果 19,090 。現況施設の機能及び従前の農業生産が維持される効果

・農業用排水路の改修に当たり、周辺環境と調和した
水辺環境整備効果 1,127 、 。整備をすることによって 水辺環境が保全される効果

計 1,591,661

廃 用 損 失 額 － ・耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値
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4.効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

農業用排水路及び農用地の機能回復（湿害解消、水害防止）が図られることによって、作物収

量が増加する効果。

○対象作物

牧草

○年効果額算定式

生産増減量×生産物単価×純益率

○年効果額の算定

作付面積（ha） 生 産 生産物 増 加 純益率 年効果額
作物名 効果要因 増減量 単 価 粗収益 備考

現況 計画 増減 （t） ( /t) （千円） （％） （千円）千円

① ② ③ ④ ⑤ ③×④ ⑥ ⑦ ⑤×⑥
湿害解消

= =
牧 草 4,504 4,504 0 (31,078) 74 2,299,772 21 482,952

水害防止 80,804

・現況作付面積（①）は地域現況による。また、計画作付面積（②）は豊富町の農業振興

計画及び営農検討会の検討結果を踏まえ決定。

・生産増減量（③）は、現況生産量（現況単収×現況作付面積）と計画生産量（計画単収

×計画作付面積)の差から算定。( )内は牧草を生乳に換算した量。

・生産物単価（④）は、農林水産統計資料等による直近５カ年の販売価格に農業パリティ

指数を反映した単価。

・純益率（⑥）は、標準純益率（農村振興局長通知）を使用。

（２）営農経費節減効果

○効果の考え方

過湿被害、一時過湿被害、埋木障害、不陸障害の影響による営農の支障が解消され、作物生産

に要する経費が節減される効果。

○対象作物

牧草

○年効果額算定式

（現況単位面積当たり営農経費－計画単位面積当たり営農経費）×効果発生面積

○年効果額の算定

ｈ ａ 当 た り ｈａ当たり 効果発生 年 効 果 額
作物名 営農経費（円） 節減額 円 面積(ha) （千円） 備 考（ ）

現 況① 計 画② ③＝①－② ④ ⑤＝③×④

牧 草 474,450 230,592 243,858 4,504 1,098,335

・現況の営農経費（①）は、実態調査等から決定。

・計画の営農経費（②）は、現況の営農経費を基に北海道における標準的な作業体系から決定。
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（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方

農業用排水路の改修により、従前に要していた施設の維持管理費が増減する効果。

○対象施設

排水路

○年効果額算定式

現況施設維持管理費－計画施設維持管理費

○年効果額の算定

対 象 施 設 備 考現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額 千円（ ）
（千円）① （千円）② ③＝①－②

排 水 路 20,373 30,216 △9,843

・現況維持管理費（①）は、過去10カ年の維持管理実績を基に算定。

・計画維持管理費（②）は、改修を行った施設の計画維持管理内容を基に算定。

（４）更新効果

○効果の考え方

機能低下した農業用排水路を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持

される効果。

○対象施設

排水路

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

最経済的 還元率 年効果額
対 象 施 設 事業費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

排 水 路 259,421 0.0736 19,090 耐用年数：20年

・最経済的事業費（①）は、現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合における

最も経済的な事業費。

・還元率（②）は、各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。
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（５）水辺環境整備効果

○効果の考え方

農業用排水路の改修に当たり、周辺環境と調和した整備をすることによって、水辺環境が保全

される効果。

○対象施設

排水路

○効果算定式

環境に配慮した機能を付加するために要する追加投資経費×還元率

○年効果額の算定

投資額(千円) 耐用年数 還元率 年効果額（千円）
投資施設名

① （年） ② ③＝①×②

排 水 路 22,328 40 0.0505 1,127

・投資額（①）は、土地改良事業本来の機能を満足する施設を整備する事業費と、環境

に配慮した機能を付加した施設を整備する事業費との差額。

・還元率（②）は、施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。

（６）廃用損失額

該当なし。



62

（国営総合農地防災事業）
（局名：北海道開発局 （地区名：サロベツ地区））

特定監視項目

１．地質状況

・地質状況に基づいた施設計画としている。

農業用排水路

（道路横断工）

排水路横断工の改修に当たり、地区内における既存のボーリング調査結果に

より支持層（Ｎ値３０程度以上）が深度２０ｍ程度であることから、基礎工の

設計にあたっては道路橋示方書に基づき、支持杭による施設計画とした。

農地保全工

（置 土）

置土工の施工にあたり、地区内に置土試験圃場を設置し、置土による沈下量

についての観測調査を行い、泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル（独立行政法人

北海道開発土木研究所）に基づき、地区にて採用する沈下量の予測式を決定し

ている。この沈下量を基に置土による再沈下量を見込んだ置土計画とした。
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邑智西部区域の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：島根県浜田市他１市１町

(2) 受 益 面 積：3,168ha（農業受益2,530ha、林業受益638ha）

(3) 事 業 目 的：水源林造成、農用地整備、土地改良施設整備等による公益的機能の維持

増進

(4) 主要工事計画：水源林造成60.0ha、分収育林31.0ha、区画整理42.2ha、暗渠排水77.9ha

客土21.7ha、農業用用排水施設整備23.9km、ため池整備3ヶ所

農林業用道路8.9km、林地転換1.3ha、鳥獣害防止施設17.0km

(5) 総 事 業 費：12,000百万円（農業部門 9,391百万円、林業部門2,609百万円）

(6) 工 期：平成19年～平成25年

2.投資効率の算定(農業部門)
区 分 算 定 式 数 値(千円) 備 考

総事業費 ① 9,391,000

年総効果額 ② 538,644

廃用損失額 ③ 114,223 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 48年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建 ⑤ 0.04914 総合耐用年数に応じ年総効果額から妥

設利息率） 当投資額を算定するための係数

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 10,845,098

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.15

3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目 （千円）

・区画整理等により、生産条件が改善されることによる
作 物 生 産 効 果 64,853 作物生産の増減

・区画整理等により、営農体系が変化することに伴う労
営 農 経 費 節 減 効 果 42,318 働費、機械経費等の節減

・各施設の改修、廃止、新設による維持管理費の増減
維持管理費節減効果 △1,259

・農林業用道路整備により、農産物の生産及び流通に係
営農に係る走行経費節減効果 266,056 る輸送経費の節減

・施設の改修により、現況施設機能（農業生産）の維持
更 新 効 果 81,951

・農林業用道路整備により、一般交通に係る経費の節減
一般交通経費節減効果 58,396

・農林業用道路等を改修する際に社会的要請に基づき設
安 全 性 向 上 効 果 3,928 置する安全施設による地域住民の安全性の向上

・農林業用道路の整備に伴い、既設道路の付け替え等に
公 共 施 設 保 全 効 果 15,746 よる現況施設機能の維持保全

・周辺景観や環境に配慮した用排水路整備により、豊か
水 辺 環 境 整 備 効 果 6,016 な生態系等の維持・保全

・周辺景観や環境に配慮した農林業用道路整備により、
農 道 環 境 整 備 効 果 639 豊かな生態系等の維持・保全

計 538,644

・耐用年数のない施設の廃止による損失額(マイナス効果)
廃 用 損 失 額 114,223
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4.効果額の算定方法

（１）作物生産効果
○効果の考え方

区画整理等によりほ場条件が改善されることによって、作物別作付面積の増減と単位面積当た

り収量が増加する効果。

○対象作物

米、大豆、キャベツ、白ねぎ、広島菜、なす、大根、大麦若葉

○年効果額算定式

生産増減量×生産物単価×純益率

○年効果額の算定

（算定例：区画整理の水稲、白ねぎ)

作物名 作付面積 効 果 単収増 増 加 単価 増 加 純益 年効果額(ha)

現況 計画 増 減 要 因 生産量 粗収益 率

(kg/10a) (千円/t) (千円) (%) (千円)(t)

① ② ③=②ー① ④(現況) ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧水 稲

30.6 21.1 9.5 作付減 510 48 261 12,659 2 253△ △ △ △

④(増) ⑤=②×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧単収増

21.1 15 3.2 261 835 73 610（乾田化）

④(増) ⑤=②×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧単収増

21.1 11 2.3 261 600 73 438(水管理改良）

計 795

① ② ③=②ー① ④(現況) ⑤=③×④ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧白ねぎ

1.8 4.2 2.4 作付増 1,470 35.3 525 18,533 17 3,151

計 3,151

総 計 64,853

・作付面積：現況作付面積(①)は、関係市町の作付け実績。
計画作付面積(②)は、地域の農業振興計画や営農検討会の検討結果を踏まえ決定。

・単収：(現況)は、現況単収であり、農林水産統計年報等による5ヶ年の平均単収。
(増)は、計画単収と現況単収の差(単収増加分)であり、現況単収を基にほ場条件の改
善による効果要因別の増収率を考慮し決定。
※④及び⑤（乾田化・水管理改良 ：対象面積×④(現況単収×増収率）＝⑤）
水稲 乾田化（湿田→乾田）＝21.1ha×(510kg/10a×3%）＝3.2t

水管理改良(水管理の適正化)＝21.1ha×(510kg/10a×2%)＝2.3t
・単価(⑥)：農業物価統計等による最近5ヶ年の平均単価。
・純益率（⑧ ：経済効果測定に必要な諸係数通知による標準値等を使用。）
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（２）営農経費節減効果
○効果の考え方

区画整理等によりほ場条件が改善されることに伴い機械の利用効率等が高まることと等により
作物生産に要する経費が節減される効果。

○対象作物

水稲、大豆、キャベツ、白ねぎ、広島菜、なす、だいこん

○年効果額算定式

（現況単位面積当り営農経費－計画単位面積当り営農経費）×効果発生面積

○年効果額の算定

（算定例：区画整理の水稲、大豆）

ha当り営農経費 ha当り 効果発生 年効果額

作物名 労働費(円) 機械経費(円) 節減額(円) 面積(ha) (千円)

現 況① 計 画② 現 況③ 計 画④ ⑥ ⑦=⑤×⑥⑤=（①+③）－（②＋④）

水 稲 564,681 192,945 863,922 248,263 987,395 21.1 20,834

大 豆 481,664 100,271 598,593 120,811 859,175 2.0 1,718

総 計 42,318

・現況経費（①,③ ：聞き取り調査等により決定。）
・計画経費（②,④ ：事業によるほ場内の作業時間の縮減等を考慮して決定。）

（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方

、 、 、 。土地改良施設の新設 改修 廃止により 従前に要していた施設の維持管理費が増減する効果

○対象施設

水路、ため池、道路

○年効果額算定式

現況施設維持管理費－計画施設維持管理費

○年効果額の算定

（算定例：農業用用排水路整備の水路、農林業用道路）

対 象 施 設 現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円) 備 考

（千円）① （千円）② ③＝①－②

水 路 8,470 5,224 3,246

農林業用道路 414 5,953 △5,539

総 計 △1,259

・現況維持管理費（① ：過去５ヶ年の維持管理実績額を基に算定。）
・計画維持管理費（② ：現況維持管理費から節減可能となる費用を除いた額を基に算定。）
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（４）営農に係る走行経費節減効果

○効果の考え方

道路が新設又は改良されることにより、農産物の生産及び流通に係る輸送経費が節減される効

果。

○対象施設

農林業用道路

○年効果額算定式

現況走行経費－計画走行経費

○年効果額の算定

対象施設 現況走行経費(千円) 計画走行経費(千円) 年効果額(千円)

① ② ③＝①－②

農林業用道路 733,990 467,934 266,056

・現況走行経費（① ：現状の車種別稼働時間及び経費並びにこれに係る人件費により算定。）
・計画走行経費（② ：農林業用道路の整備後における車種別稼働時間及び経費並びに人件費）

により算定。

（５）更新効果

○効果の考え方

老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持さ
れる効果

○対象施設

水路、ため池、道路

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

（算定例：農業用用排水路整備の水路、ため池整備のため池）

最経済的 還元率 年効果額
対 象 施 設 事業費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

水 路 39,200 0.0578 2,266 耐用年数30年
ため池 32,500 0.0418 1,359

総 計 81,951

・最経済的事業費（① ：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合における最も）
経済的な事業費

・還元率（② ：各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数）
・ため池、道路等の施設についても同様に主な工種別に更新効果を算定。
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（６）一般交通経費節減効果

○効果の考え方

道路が新設又は改良されることにより、一般交通経費が節減される効果。

○対象施設

農林業用道路

○年効果額算定式

現況走行経費－計画走行経費

○年効果額の算定

対象施設 現況走行経費(千円) 計画走行経費(千円) 年効果額(千円)

① ② ③＝①－②

農林業用道路 169,912 111,516 58,396

・現況走行経費（① ：交通量調査結果を基に現状の農業車両以外の車種別稼働時間及び経費）
並びに人件費により算定。

・計画走行経費（② ：農林業用道路の整備後における車種別稼働時間及び経費並びに人件費）
により算定。

（７）安全性向上効果

○効果の考え方

土地改良施設の改修に当たり、安全施設を設置することにより、転落事故等が未然に防止され
安全性が確保される効果。

○対象施設

農林業用道路（ガードレール）

○年効果額算定式
安全性確保投資額×還元率－計画維持管理費

○年効果額の算定
安全性確保 計画維持

対象施設 投 資 額 還元率 管理費 年効果額(千円) 備 考
(千円) (千円)
① ② ③ ④＝①×②－③

農林業用道路 31,854 0.1233 － 3,928 耐用年数10年
(ガードレール)

・安全性確保投資額(①)：安全性確保のための追加費用相当額
・還元率(②)：対象施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数
・計画維持管理費(③)は、安全施設のみの維持管理は行わないことから計上しない。
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（８）公共施設保全効果

○効果の考え方

土地改良施設を改修する際に 町道等の付け替えを補償工事として行うことに伴い、地域の利、
便性が確保されるとともに、町道等の現況施設機能が維持される効果

○対象施設

道路

○年効果額算定式

（維持管理費節減効果＋一般交通等経費節減効果＋更新効果）÷当該施設の耐用年数に応じた

還元率×当該事業の総合耐用年数に応じた還元率

○年効果額の算定

維持管理費節減効果 一般交通等経費節減効果 更新効果 計

① ② ③ ④＝①＋②＋③

－ － 15,746 15,746

・維持管理費節減効果：対象施設は現機能と同等の機能回復を行う補償工事であるため、維持

管理費の増減は生じないものとして計上しない。

・一般交通等経費節減効果：対象施設は現機能と同等の機能回復を行う補償工事であるため、

走行経費の増減は生じないものとし計上しない。

・更新効果：本事業における補償工事によって旧施設が持つ従来の機能が維持される効果につ

いて算定することから、当該事業の設置投資額を最経済的事業費とし還元率で除

して算定。

（９）水辺環境整備効果

○効果の考え方

土地改良施設の改修に当たり、周辺景観と調和した整備をすることによって水辺環境が保全さ
れる効果

○対象施設

水路

○年効果額算定式

環境に配慮した機能を付加するために要する追加投資経費×還元率

○年効果額の算定

投資施設名 投資額(千円) 耐用年数 還元率 年効果額(千円)

① (年) ② ③＝①×②

法面保護（石積み） 98,989 30 0.0578 5,722

二重水路 735 30 0.0578 42

総 計 6,016

・投資額(①)：当該施設の設置費用の総額（水辺環境施設の設置事業費）であり、純工事費の

他に諸経費も含む。

・還元率(②)：施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数
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（10）農道環境整備効果

○効果の考え方

土地改良施設の改修に当たり、周辺景観と調和した整備をすることによって農道環境が保全さ

れる効果

○対象施設

農林業用道路

○年効果額算定式

環境に配慮した機能を付加するために要する追加投資経費×還元率

○年効果額の算定

投資施設名 投資額(千円) 耐用年数 還元率 年効果額(千円)

① (年) ② ③＝①×②

木製水路工 3,190 30 0.1233 393

環境配慮型横断暗渠 2,560 30 0.0578 148

総 計 639

・投資額(①)：当該施設の設置費用の総額（農道環境施設の設置事業費）であり、純工事費の

他に諸経費も含む。

・還元率(②)：施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数

（11）廃用損失額

○考え方

改修を行う土地改良施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、改修によって施設
の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッド・コスト）として算定。

○対象施設

水路、道路

○算定式

償却資産額×残存率

○廃用損失額の算定（算定例：農業用用排水整備の水路、農林業用道路の道路）

現況施設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

（廃用施設） 設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）

① 使用年数② 可能年数③ ⑤＝①×④④＝③/ ②＋③（ ）

水 路 S60 1,500 28 2 7 105

道 路 S54 41,783 34 6 15 6,267

総 計 114,223

・償却資産額(①)：現況施設の建設時における事業費に支出済換算係数を反映し算定。建設時

における事業費が不明なものについては、単純再建設事業費を廃用施設事

業費とした。

・廃用時までの使用年数(②)：事業完了年（平成２５年）までに使用される年数

・今後の使用可能年数(③)：廃用施設の廃用時以降の使用可能年数

・そのほか水路、道路等の施設についても同様に主な工種別に廃用損失額を算定。


